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第７６回税理士試験 法人税法

第一問（理論）解答

問 １ ⑴

１ Ａ 社

⑴ 益 金 の 額 （ ２ 点 ）

別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 有 償 に よ る 資 産 の 譲 渡 等 に 係 る そ の 事 業 年 度 の 収 益 の 額 と す

る 。 よ っ て 、 １ ０ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 益 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

⑵ 損 金 の 額 （ ２ 点 ）

別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 そ の 事 業 年 度 の 収 益 に 係 る 売 上 原 価 の 額 と す る 。 よ っ て 、

３ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

⑶ 寄 附 金

① 原 則 （ １ 点 ）

寄 附 金 の 額 は 、 寄 附 金 、 拠 出 金 、 見 舞 金 そ の 他 い ず れ の 名 義 を も っ て す る か を 問 わ ず 、 内

国 法 人 が 経 済 的 な 利 益 の 無 償 の 供 与 （ 広 告 宣 伝 費 、 見 本 品 費 、 交 際 費 、 福 利 厚 生 費 と な る も

の を 除 く 。 ） を し た 場 合 に お け る そ の 経 済 的 な 利 益 の そ の 供 与 の 時 に お け る 価 額 に よ る も の

と す る 。

② 低 額 譲 渡 等 （ ２ 点 ）

内 国 法 人 が 資 産 の 譲 渡 を し た 場 合 に お い て 、 そ の 譲 渡 の 対 価 の 額 が そ の 資 産 の そ の 譲 渡 の

時 に お け る 価 額 に 比 し て 低 い と き は 、 そ の 対 価 の 額 と そ の 価 額 と の 差 額 の う ち 実 質 的 に 贈 与

し た と 認 め ら れ る 金 額 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 は 、 寄 附 金 の 額 に 含 ま れ る も の と す る 。

③ 損 金 不 算 入 額 （ １ 点 ）

内 国 法 人 が 各 事 業 年 度 に お い て 支 出 し た 寄 附 金 の 額 の 合 計 額 の う ち 、 損 金 算 入 限 度 額 を 超

え る 部 分 の 金 額 は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 し な い 。

よ っ て 、 損 金 算 入 限 度 額 ま で が 損 金 算 入 さ れ 、 そ れ を 超 え る 部 分 は 損 金 不 算 入 と な る 。

２ Ｂ 社 （ １ 点 ）

⑴ 益 金 の 額 （ ２ 点 ）

別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 無 償 に よ る 資 産 の 譲 受 け に 係 る そ の 事 業 年 度 の 収 益 の 額 と す

る 。 よ っ て 、 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 益 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

⑵ 取 得 価 額 （ １ 点 ）

取 得 の た め に 通 常 要 す る 価 額 １ ０ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 取 得 価 額 と な る 。

（無断複写・転載を禁ず）

（１）



問 １ ⑵

① 個 人 株 主 の 場 合

⑴ Ａ 社

イ 譲 渡 収 入 、 譲 渡 原 価

⑴ の Ａ 社 と 同 様 に 、 譲 渡 収 入 が 益 金 の 額 、 譲 渡 原 価 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

ロ 譲 渡 損 益 調 整 勘 定

⒜ 内 容 （ ３ 点 ）

内 国 法 人 （ 普 通 法 人 又 は 協 同 組 合 等 に 限 る 。 ） が そ の 有 す る 譲 渡 損 益 調 整 資 産 を 他 の 内

国 法 人 （ そ の 内 国 法 人 と の 間 に 完 全 支 配 関 係 が あ る 普 通 法 人 又 は 協 同 組 合 等 に 限 る 。 ） に 譲

渡 し た 場 合 に は 、 そ の 譲 渡 損 益 調 整 資 産 に 係 る 譲 渡 利 益 額 に 相 当 す る 金 額 は 、 そ の 譲 渡 し た

事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 す る 。

よ っ て 、 ７ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。 （ １ 点 ）

⒝ 用 語 の 意 義

一 譲 渡 損 益 調 整 資 産 （ １ 点 ）

固 定 資 産 等 で そ の 譲 渡 の 直 前 の 帳 簿 価 額 が １ ， ０ ０ ０万 円 に 満 た な い 資 産 （ 一 定 の も の を

除 く 。 ） そ の 他 一 定 の 資 産 以 外 の も の を い う 。

二 完 全 支 配 関 係 （ １ 点 ）

一 の 者 と の 間 に 当 事 者 間 の 完 全 支 配 関 係 が あ る 法 人 相 互 の 関 係 そ の 他 一 定 の 関 係 を い

う 。

ハ 寄 附 金 の 取 扱 い （ １ 点 ）

法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が な い た め 、 完 全 支 配 関 係 が あ る 法 人 に 対 す る 寄 附 金 の 取 扱 い は

適 用 さ れ な い 。 よ っ て 、 ⑴ の Ａ 社 と 同 様 に 一 般 の 寄 附 金 に 該 当 し 、 損 金 算 入 限 度 額 ま で が 損

金 算 入 さ れ 、 そ れ を 超 え る 部 分 は 損 金 不 算 入 と な る 。

ニ 必 要 と な る 手 続 き （ １ 点 ）

内 国 法 人 （ 普 通 法 人 又 は 協 同 組 合 等 に 限 る 。 ） が そ の 有 す る 譲 渡 損 益 調 整 資 産 を 他 の 内 国

法 人 （ そ の 内 国 法 人 と の 間 に 完 全 支 配 関 係 が あ る 普 通 法 人 又 は 協 同 組 合 等 に 限 る 。 ） に 譲 渡

し た 場 合 に は 、 そ の 譲 渡 の 後 遅 滞 な く 、 当 該 他 の 内 国 法 人 に 対 し 、 そ の 譲 渡 し た 資 産 が 譲 渡

損 益 調 整 資 産 で あ る 旨 を 通 知 し な け れ ば な ら な い 。

⑵ Ｃ 社 （ ２ 点 ）

法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が な い た め 、 受 贈 益 の 益 金 不 算 入 の 取 扱 い は 適 用 さ れ な い 。 よ っ

て 、 ⑴ の Ｂ 社 と 同 様 に 受 贈 益 は 益 金 の 額 に 算 入 し 、 土 地 の 取 得 価 額 は １ ０ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 と な る 。

（無断複写・転載を禁ず）

（２）



問 １ ⑵ （ 続 き ）

② 法 人 株 主 の 場 合

⑴ Ａ 社

イ 譲 渡 収 入 、 譲 渡 原 価 、 譲 渡 損 益 調 整 勘 定

① と 同 様 に 、 譲 渡 収 入 が 益 金 の 額 、 譲 渡 原 価 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ 、 譲 渡 利 益 額 に 相 当 す

る 金 額 が 、 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

ロ 寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 （ ２ 点 ）

内 国 法 人 が 各 事 業 年 度 に お い て そ の 内 国 法 人 と の 間 に 完 全 支 配 関 係 （ 法 人 に よ る 完 全 支 配

関 係 に 限 る 。 ） が あ る 他 の 内 国 法 人 に 対 し て 支 出 し た 寄 附 金 の 額 は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金

額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 し な い 。

よ っ て 、 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 は 全 額 損 金 不 算 入 と な る 。 （ １ 点 ）

ハ 手 続 き

① の Ａ 社 と 同 様 で あ る 。

⑵ Ｃ 社

イ 受 贈 益 （ ２ 点 ）

内 国 法 人 が 各 事 業 年 度 に お い て そ の 内 国 法 人 と の 間 に 完 全 支 配 関 係 （ 法 人 に よ る 完 全 支 配

関 係 に 限 る 。 ） が あ る 他 の 内 国 法 人 か ら 受 け た 受 贈 益 の 額 は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計

算 上 、 益 金 の 額 に 算 入 し な い 。

よ っ て 、 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 は 全 額 益 金 不 算 入 と な る 。 （ １ 点 ）

ロ 取 得 価 額

⑴ の Ｂ 社 と 同 様 に １ ０ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 と な る 。

問 １ ⑶

イ 専 務 取 締 役 ａ の 場 合

⑴ 譲 渡 収 入 及 び 譲 渡 原 価

⑴ の Ａ 社 と 同 様 に 、 譲 渡 収 入 が 益 金 の 額 、 譲 渡 原 価 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

⑵ 役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額

① 内 容 （ ３ 点 ）

内 国 法 人 が そ の 役 員 に 対 し て 支 給 す る 給 与 （ 退 職 給 与 で 業 績 連 動 給 与 に 該 当 し な い も の 等

を 除 く 。 ） の う ち 次 に 掲 げ る 給 与 の い ず れ に も 該 当 し な い も の の 額 は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の

金 額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 し な い 。

（無断複写・転載を禁ず）

（３）



問 １ ⑶ （ 続 き ）

イ 定 期 同 額 給 与

ロ 事 前 確 定 届 出 給 与

ハ 業 績 連 動 給 与 で 、 一 定 の 要 件 を 満 た す も の

② 経 済 的 な 利 益 （ １ 点 ）

上 記 ① に 規 定 す る 給 与 に は 、 債 務 の 免 除 に よ る 利 益 そ の 他 の 経 済 的 な 利 益 を 含 む も の と す

る 。

よ っ て 、 時 価 と 対 価 の 差 額 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 給 与 に 該 当 し 、 定 期 同 額 給 与 等 に 該 当 し な い た

め 、 全 額 が 損 金 不 算 入 と な る 。 （ 給 与 の 金 額 １ 点 、 全 額 損 金 不 算 入 １ 点 ）

ロ ａ の 配 偶 者 ｂ の 場 合

⑴ 譲 渡 収 入 及 び 譲 渡 原 価

⑴ の Ａ 社 と 同 様 に 、 譲 渡 収 入 が 益 金 の 額 、 譲 渡 原 価 が 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る 。

⑵ 特 殊 関 係 使 用 人 給 与 の 損 金 不 算 入 額

時 価 と 対 価 の 差 額 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 が 給 与 に 該 当 し 、 ｂ は ａ の 配 偶 者 の た め 、 特 殊 関 係 使 用 人 に

該 当 す る 。 （ ２ 点 ） よ っ て 、 次 の 取 扱 い が 適 用 さ れ る 。

内 国 法 人 が 特 殊 関 係 使 用 人 に 対 し て 支 給 す る 給 与 （ 債 務 の 免 除 に よ る 利 益 そ の 他 の 経 済 的 な

利 益 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） の 額 の う ち 不 相 当 に 高 額 な 部 分 の 金 額 と し て 一 定 の 金 額 は 、 各 事 業

年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 し な い 。 （ ３ 点 ）

よ っ て 、 ６ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０円 の う ち 不 相 当 に 高 額 な 部 分 の 金 額 は 、 損 金 不 算 入 と な る 。 （ １ 点 ）

（無断複写・転載を禁ず）

（４）



問 １ ⑶ （ 続 き ）

問 ２

１ 納 税 義 務 の 有 無

⑴ 課 税 関 係 （ １ 点 ）

内 国 法 人 に 対 し て は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 に つ い て 法 人 税 を 課 す る こ と と さ れ て お り 、 こ の う

ち 人 格 の な い 社 団 等 の 各 事 業 年 度 の 所 得 の う ち 収 益 事 業 か ら 生 じ た 所 得 以 外 の 所 得 に は 法 人 税

を 課 さ な い 。

Ａ 組 合 は 人 格 の な い 社 団 等 に 該 当 す る た め 、 Ａ 組 合 に 対 す る 法 人 税 は 、 収 益 事 業 か ら 生 じ た

収 益 事 業 か ら 生 じ た 所 得 に の み 課 さ れ る こ と と な る 。

⑵ 収 益 事 業 （ １ 点 ）

販 売 業 、 製 造 業 そ の 他 の 一 定 の 事 業 で 、 継 続 し て 事 業 場 を 設 け て 行 わ れ る も の を い い 、 こ の

一 定 の 事 業 に は 不 動 産 貸 付 業 が 含 ま れ る 。

よ っ て 、 Ａ 組 合 が 賃 貸 借 契 約 に 基 づ い て マ ン シ ョ ン の 一 部 を 他 の 者 に 使 用 さ せ 、 そ の 対 価 を 得

る 事 業 は 、 収 益 事 業 （ 不 動 産 貸 付 業 ） に 該 当 し 、 そ の 収 益 事 業 か ら 生 じ た 所 得 に 対 し て は 、 法 人

税 が 課 さ れ る こ と と な る 。 （ １ 点 ）

（無断複写・転載を禁ず）

（５）



問 ２ （ 続 き ）

２ 税 率 （ ２ 点 ）

２ ３ ． ２％ で あ る 。

た だ し 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の う ち 年 ８ ０ ０万 円 以 下 の 金 額 に つ い て は 、 １ ５％ （ 所 得 の 金 額

が 年 １ ０億 円 を 超 え る 事 業 年 度 に つ い て は 、 １ ７％ ） と す る 。

３ 事 業 年 度

定 款 等 に お い て 会 計 期 間 を 定 め て い な い た め 、 次 に よ る 。

⑴ 原 則

法 令 又 は 定 款 等 に 会 計 期 間 の 定 め が な い 場 合 に は 、 設 立 の 日 そ の 他 一 定 の 日 以 後 ２ 月 以 内

に 、 会 計 期 間 を 定 め て こ れ を 納 税 地 の 所 轄 税 務 署 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。

⑵ 届 出 が な い 場 合

上 記 ⑴ の 規 定 に よ る 届 出 を す べ き 人 格 の な い 社 団 等 が そ の 届 出 を し な い 場 合 に は 、 そ の 人 格

の な い 社 団 等 の 会 計 期 間 は 、 そ の 年 の １ 月 １ 日 か ら １ ２月 ３ １日 ま で の 期 間 と す る 。

⑶ 事 業 年 度 の 特 例 （ ２ 点 ）

次 に 掲 げ る 事 実 が 生 じ た 場 合 に は 、 そ の 事 実 が 生 じ た 法 人 の 事 業 年 度 は 、 原 則 に か か わ ら

ず 、 そ れ ぞ れ に 定 め る 日 に 終 了 し 、 こ れ に 続 く 事 業 年 度 は 、 同 日 の 翌 日 か ら 開 始 す る も の と す

る 。

① 内 国 法 人 で あ る 人 格 の な い 社 団 等 が 事 業 年 度 の 中 途 に お い て 新 た に 収 益 事 業 を 開 始 し た こ

と … そ の 開 始 し た 日 の 前 日

４ 経 理 （ １ 点 ）

人 格 の な い 社 団 等 は 、 収 益 事 業 か ら 生 ず る 所 得 に 関 す る 経 理 と 収 益 事 業 以 外 の 事 業 か ら 生 ず る

所 得 に 関 す る 経 理 と を 区 分 け し て 行 わ な け れ ば な ら な い 。

５ 手 続 （ ２ 点 ）

内 国 法 人 で あ る 人 格 の な い 社 団 等 は 、 新 た に 収 益 事 業 を 開 始 し た 場 合 に は 、 そ の 開 始 し た 日 以

後 ２ 月 以 内 に 、 一 定 の 事 項 を 記 載 し た 届 出 書 に 一 定 の 書 類 を 添 付 し 、 こ れ を 納 税 地 の 所 轄 税 務 署

長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

（無断複写・転載を禁ず）

（６）



第７６回税理士試験 法人税法

第二問（計算）解答

〔表示内容の説明〕

配 点：★ ・・・ ２点、● ・・・ １点

問１

【資料１】

加算・
項目 総額 留保 社外流出

減算

減算 納税充当金から支出した事業税等の金額 ３，０１８，０００ ３，０１８，０００●

加算 損金経理法人税 ５，６６２，５００ ５，６６２，５００●

加算 損金経理住民税 ６７７，８００ ６７７，８００●

加算 損金経理納税充当金 ３１，９２５，４００ ３１，９２５，４００●

加算 損金経理附帯税等 ２，７００ ２，７００●

加算 損金経理罰金等 １２，０００ １２，０００●

加算 未払不動産取得税否認 ２，５６０，６００ ２，５６０，６００●

計算過程

１ 損金経理納税充当金

２１，８５５，３００＋１，８４２，７００＋８，２２７，４００＝３１，９２５，４００

（注）登録免許税は損金算入されるため、税務上調整すべき金額はない。●

【資料２】

加算・
項目 総額 留保 社外流出

減算

加算 一括償却資産損金算入限度超過額 ２５０，０００ ２５０，０００★

計算過程

１ 機械装置Ａ

補修整備費用は修繕費に該当するため、損金算入される。●

よって、税務上調整すべき金額はない。

（次ページへ続く）

（無断複写・転載を禁ず）

（７）



【資料２】（続き）

計算過程

２ 器具備品Ｂ

⑴ 少額減価償却資産

（３，０００，０００×１２／１２－３７５，０００）÷１２５，０００＝２１

２１台分（１２５，０００×２１＝２，６２５，０００）は、損金算入されるため、税務上調整すべき金額はない。●

⑵ 一括償却資産

１２５，０００ ＜ ２００，０００

∴ ⑴の適用がない３台分（１２５，０００×３＝３７５，０００）は、一括償却を適用する。

① 損金算入限度額

３７５，０００×１２／３６＝１２５，０００

② 損金算入限度超過額

３７５，０００－１２５，０００＝２５０，０００

３ 器具備品Ｃ

３５０，０００＋２５，０００＝３７５，０００ ＜ ４００，０００

中小企業者等であり、従業員数 ４００人以下

∴ 少額減価償却資産に該当するため、損金算入される。●

よって、税務上調整すべき金額はない。

【資料３】

加算・
項目 総額 留保 社外流出

減算

加算 Ｇ社株式計上もれ １，７８２，０００ １，７８２，０００●

減算 受取配当等の益金不算入額 ２４，７３０，９２６ ２４，７３０，９２６★

加算 法人税額から控除される所得税額 ４７３，１４１ ４７３，１４１★

計算過程

１ Ｇ社株式

⑴ みなし配当

① 交付金銭等 １０，８００，０００

② 資本金等の額

３０，０００，０００ １８，０００株
１２０，０００，０００× （０．１６７）× ＝７，２１４，４００

１８０，０００，０００ ５０，０００株

③ みなし配当

１０，８００，０００－７，２１４，４００＝３，５８５，６００●

（次ページへ続く）

（無断複写・転載を禁ず）

（８）



【資料３】（続き）

計算過程

⑵ 帳簿価額

① 会計上帳簿価額

５４，０００，０００－１０，８００，０００＝４３，２００，０００

② 税務上帳簿価額

５４，０００，０００－５４，０００，０００×０．１６７＝４４，９８２，０００

③ Ｇ社株式計上もれ

４４，９８２，０００－４３，２００，０００＝１，７８２，０００●

２ 受取配当等の益金不算入額

⑴ 短期保有株式等に係る配当等の額

① 短期保有株式数

３，０００株
Ｅ社株式 ２，０００株× ＝７５０株

５，０００株＋３，０００株

② ①に係る配当等の額

７５０株
Ｅ社株式 ３，８００，０００× ＝３５６，２５０●

８，０００株

⑵ 配当等の額

① 完全子法人株式等 ２０，０００，０００

② 関連法人株式等 ３，５８５，６００

③ その他株式等 １，２００，０００

④ 非支配目的株式等 ３，８００，０００－３５６，２５０＝３，４４３，７５０

⑶ 控除負債利子額

① 支払利子 ４，４５２，３００＋２５０，０００＝４，７０２，３００●

② 判定

３，５８５，６００×４％＝１４３，４２４ ＜ ４，７０２，３００×１０％＝４７０，２３０ ∴ 原則

③ 控除額

３，５８５，６００×４％＝１４３，４２４

⑷ 益金不算入額

２０，０００，０００＋３，５８５，６００－１４３，４２４＋１，２００，０００×５０％＋３，４４３，７５０×２０％＝２４，７３０，９２６

３ 法人税額から控除される所得税額

１／１２ ＜ １／２ ∴ 簡便法

５，０００株＋（８，０００株－５，０００株）×１／２
５８１，９７０× （０．８１３）＝４７３，１４１

８，０００株

（次ページへ続く）

（無断複写・転載を禁ず）

（９）



【資料３】（続き）

計算過程

【資料４】

加算・
項目 総額 留保 社外流出

減算

加算 貸倒損失否認 １３０，０００ １３０，０００★

加算 個別貸倒引当金繰入超過額（Ｈ社） ３，０００，０００ ３，０００，０００★

減算 貸倒引当金繰入超過額当期認容 ５，０００，０００ ５，０００，０００●

加算 個別貸倒引当金繰入超過額（Ｉ社） ２，０００，０００ ２，０００，０００●

加算 一括貸倒引当金繰入超過額 ３，２８６，１６０ ３，２８６，１６０●

計算過程

１ 個別貸倒引当金（Ｈ社）

⑴ 繰入限度額

５０，０００，０００－８，０００，０００－３０，０００，０００×６／１０－１２，０００，０００＝１２，０００，０００

⑵ 繰入超過額

１５，０００，０００－１２，０００，０００＝３，０００，０００

⑶ 当期認容額

１７，０００，０００－１２，０００，０００＝５，０００，０００

２ 一括評価金銭債権

⑴ 期末債権の額

７５９，３５３，０００－６５，３３３，０００＋１４５，７５０，０００＋３，５００，０００＋１３０，０００＝８４３，４００，０００

（次ページへ続く）

（無断複写・転載を禁ず）

（１０）



【資料４】（続く）

計算過程

⑵ 実質的に債権とみられない金額

① 原則法

Ｆ社 ７５０，０００ ＜ ９，９５２，０００ ∴ ７５０，０００

Ｉ社 ３，９５０，０００ ＞ ４２０，０００＋２，０００，０００＝２，４２０，０００ ∴ ２，４２０，０００

未収地代 ３，５００，０００ ＞ １，０００，０００ ∴ １，０００，０００

合計 ４，１７０，０００

② 簡便法

８４３，４００，０００×０．００５●＝４，２１７，０００

③ ①＜② ∴ ４，１７０，０００

⑶ 貸倒実績率

（３３５，０００＋５０２，０００＋８，７６５，０００＋１２，０００，０００）×１２／３６
＝０．００７８０１… → ０．００７９●

（４９０，０００＋８６６，７７４，０００＋７０３，０００＋９２１，８２３，０００＋９９０，０００＋９７８，２５６，０００）÷３

⑷ 繰入限度額

① 貸倒実績率

８４３，４００，０００×０．００７９＝６，６６２，８６０

② 法定繰入率

（８４３，４００，０００－４，１７０，０００）×８／１，０００●＝６，７１３，８４０

③ ①＜② ∴ ６，７１３，８４０

⑸ 繰入超過額

１０，０００，０００－６，７１３，８４０＝３，２８６，１６０

（無断複写・転載を禁ず）

（１１）



【資料５】

加算・
項目 総額 留保 社外流出

減算

加算 土地取得価額計上もれ ５００，０００ ５００，０００●

加算 交際費等の損金不算入額 ２，６００，０００ ２，６００，０００★

減算 原価算入交際費認定損 １２２，６４１ １２２，６４１●

加算 繰延資産償却超過額 ５７８，１２５ ５７８，１２５★

計算過程

１ 交際費等の損金不算入額

⑴ 支出交際費等の額

１２，３００，０００－８００，０００－７５０，０００－１５０，０００＝１０，６００，０００

（注１）見本品の提供費用は損金算入されるため、税務上調整すべき金額はない。

（注２）飲食費の判定

Ｄ社 １５０，０００÷１５名＝１０，０００ ≦ １０，０００ ∴ 損金算入

地権者 ５００，０００÷４＝１２５，０００ ∴ 交際費等

⑵ 接待飲食費の額

５００，０００＋８，８００，０００＝９，３００，０００●

⑶ 損金算入限度額

① 定額控除限度額

８，０００，０００×１２／１２＝８，０００，０００ ＜ １０，６００，０００ ∴ ８，０００，０００

② 損金算入限度額

９，３００，０００×５０％＝４，６５０，０００ ＜ ８，０００，０００ ∴ ８，０００，０００●

⑷ 損金不算入額

１０，６００，０００－８，０００，０００＝２，６００，０００

⑸ 原価算入交際費認定損

５００，０００
２，６００，０００× ＝１２２，６４１

１０，６００，０００

２ 繰延資産（広告宣伝用資産の贈与）

⑴ 償却期間

６年×７／１０＝４．２ → ４年 ＜ ５年 ∴ ４年

⑵ 償却限度額

１１
７５０，０００× ＝１７１，８７５

４×１２

⑶ 償却超過額

７５０，０００－１７１，８７５＝５７８，１２５

（無断複写・転載を禁ず）

（１２）



問２

番号 項目 金額 計算過程

支払家賃 １，０００，０００● １ 支払家賃

１
１２，０００，０００× ＝１，０００，０００

１２

繰延資産（権利金）償却費 ２７，７７７● ２ 権利金（繰延資産）

⑴ ⑴ 償却期間

３年 ＜ ５年 ∴ ３年

⑵ 償却限度額

１
１，０００，０００× ＝２７，７７７

３×１２

支払家賃 １，００９，８００★ １２２，４００×３＝３６７，２００

≦ ４，０３９，２００×２０％＝８０７，８４０

フリーレント期間４月以下

⑵ ∴ 賃借期間にわたっての期間配分可能

１ ４，０３９，２００×９／３６＝１，００９，８００

２ １２２，４００×７＝８５６，８００

３ １＞２ ∴ １，００９，８００

支払家賃 ７２０，０００★ ３６０，０００×６＝２，１６０，０００

＞ ６，４８０，０００×２０％＝１，２９６，０００

∴ 賃借期間にわたっての期間配分不可

⑶ ３６０，０００×２＝７２０，０００

減価償却費 １，３２０，０００★ 経過リース期間定額法により償却する

１２
４，４００，０００× ＝１，３２０，０００

５×１２－２０

⑷

減価償却費 １０，２４０，０００● １ 機械装置

⑴ 判定

５１，２００，０００×０．２００＝１０，２４０，０００ ≧

８０，０００，０００×０．０６５５２＝５，２４１，６００

∴ 通常償却

⑵ 償却限度額

⑸ ５１，２００，０００×０．２００＝１０，２４０，０００

支払利息 ２，４００，０００● ２ 支払利息

（６７，２００，０００－４８，０００，０００）×１２／９６

＝２，４００，０００

（無断複写・転載を禁ず）

（１３）



第７６回税理士試験 法人税法

解 説

〔第一問〕

問１

低額譲渡に関する取扱いが問われている。

この場合に、相手方に応じて「グループ法人税制」の適用や、時価と対価との差額が「寄附金・受贈益」となるのか「給与」となる

のかを問われていることから、この点をしっかりと整理できているかがポイントとなる。

⑴について

他の者が、一切資本関係のない法人である場合、時価と対価との差額は、寄附金又は受贈益に該当し、寄附金は、一般寄附金として

損金算入限度額までが損金算入され、それを超える部分は損金不算入となる。受贈益は、原則通り、益金算入される。

また、Ｂ社は、土地を取得していることから、取得価額に関する取扱いも解答する必要がある。

しかし、この問題は、解答スペースが狭いため、益金の額及び損金の額の規定自体は、しっかりと書かなくても点数は十分に来るか

と思われる。

⑵について

他の者が、完全支配関係のある他の内国法人である場合、次の規定の適用が想定される。

① 譲渡損益調整

② 寄附金の全額損金不算入、受贈益の益金不算入

これらの規定は、他の内国法人との完全支配関係が法人による完全支配関係なのか個人による完全支配関係なのかで適用の有無が異

なる。

譲渡損益調整は、法人による完全支配関係なのか個人による完全支配関係なのかを問わず、完全支配関係があれば適用がある一方、

寄附金の全額損金不算入、受贈益の益金不算入の規定は、法人による完全支配関係がある場合のみ適用がある。そのため個人による完

全支配関係の場合は、寄附金の全額損金不算入、受贈益の益金不算入の規定は、適用されず、寄附金は、一般寄附金として取り扱われ、

受贈益は、益金算入されることとなる。

よって、Ｘが個人株主の場合は、⑴の規定の内容に加えて、Ａ社は、譲渡損益調整勘定の取扱いを追加で解答すればよいこととなる。

一方、Ｘが法人株主の場合は、寄附金が全額損金不算入、受贈益が全額益金不算入となる旨を解答する必要がある。なお、寄附修正

事由にも該当するため、有価証券の簿価修正が必要となるが、Ａ社とＣ社は、同一の者によって完全支配されており、今回は、Ｘの取

扱いは問われていないことから、解答する必要がない。

次に、必要となる手続きであるが、譲渡した資産が譲渡損益調整勘定に該当する場合は、譲渡法人は、該当する旨の通知を譲受法人

にしなければならないため、それを解答する必要が解答する必要がある。なお、寄附修正事由については、通知義務がないため、Ｘが

法人株主だった場合でも、Ａ社とＣ社は、Ｘに何も通知する必要はない。

⑶について

他の者が、Ａ社の役員又は使用人である場合、時価と対価との差額は給与として取り扱われる。

この場合に他の者が役員だった場合は、役員給与の損金不算入の規定の適用があり、定期同額給与等に該当しないため、全額損金不

算入となる。

一方、他の者が使用人だった場合は、使用人給与に該当することから、原則として損金算入されるが、特殊関係使用人だった場合は、

不相当に高額な部分の金額は、損金不算入となる。本問では、ｂは専務取締役ａの親族であることから、特殊関係使用人に該当するた

め、不相当に高額な部分の金額は、損金不算入となる。

（無断複写・転載を禁ず）

（１４）



問２

マンション管理組合における法人税の課税関係（総論関係）を問う問題である。

⑴ 法人の区分

マンション管理組合は、公益法人等又は人格のない社団等のいずれかに該当することとなるが、一般的に管理組合法人に該当する

場合は公益法人等に該当し、該当しない場合は人格のない社団等に該当することとなる。

本問では、管理組合法人に該当しないことから、人格のない社団等に該当することとなる。

⑵ 納税義務の有無

公益法人等又は人格のない社団等は、収益事業を営む場合、法人税を納める義務がある。

この場合にマンション管理組合が携帯電話基地局の設置場所を貸し付けた場合の収益事業判定は、質疑応答事例で取扱いが公開さ

れており、次の理由から、収益事業たる不動産貸付業に該当することとされている。

① 法人税法上の収益事業とは、販売業、製造業その他の一定の事業で、継続して事業場を設けて行われるものをいい、この一定の

事業には不動産貸付業が含まれている。

② 賃貸借契約に基づいてマンション（建物）の一部を他の者に使用させ、その対価を得た場合には、収益事業（不動産貸付業）に

該当する。

よって、Ａ組合は、収益事業を営んでいることから法人税が課されることとなる。

⑶ 税率

人格のない社団等に対する税率は、原則として２３．２％であるが、軽減税率が適用できるため、所得金額のうち年 ８００万円までの金

額については１５％が適用される。なお、所得金額が年１０億円を超える場合は、軽減税率は１７％となる。また、適用除外事業者に該当

した場合、措置法の軽減税率の適用が受けられないこととなるが、措置法の軽減税率の適用が受けられないこととなる適用除外事業

者は、普通法人に限定されており、人格のない社団等は、普通法人には該当しないため、適用除外事業者に該当しない場合のケース

は解答する必要はない。

⑷ 事業年度

人格のない社団等の事業年度は、次のように取り扱われる。

① 原則

人格のない社団等の事業年度は、規則や規約等で会計期間を定めている場合はその期間となり、定めていない場合は税務署長に

届出た会計期間となる。

② 特例

上記①の届出をすべき人格のない社団等が届出をしなかった場合には、その年の１月１日から１２月３１日までの期間となる。

本問では、規則や規約等で会計期間を定めておらず、会計期間も届出ていないことから、１月１日から１２月３１日までの期間となる。

この場合に、事業年度の中途において、収益事業を行った場合、さらに事業年度の特例が適用され、次のように取り扱われる。

次に掲げる事実が生じた場合には、その事実が生じた法人の事業年度は、原則にかかわらず、それぞれに定める日に終了し、

これに続く事業年度は、同日の翌日から開始するものとする。

内国法人である公益法人等又は人格のない社団等が事業年度の中途において新たに収益事業を開始したこと

… その開始した日の前日

よって、本問の場合は、令和８年４月１日から同年１２月３１日までが事業年度となる。

⑸ 経理

法人税法施行令第６条において、人格のない社団等は、収益事業から生ずる所得に関する経理と収益事業以外の事業から生ずる所

得に関する経理とを区分して行わなければならないこととされているため、それを解答することとなる。

⑹ 所轄税務署に対して行うべき手続き

内国法人である人格のない社団等は、新たに収益事業を開始した場合には、その開始した日以後２月以内に、一定事項を記載した

届出書（公益法人等又は人格のない社団等の収益事業開始等の届出）に一定の書類を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出し

なければならない。

（無断複写・転載を禁ず）
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〔第二問〕

問１

【資料１】について

⑴ 法人税等の申告調整は基本的な内容である。

⑵ 固定資産税の延滞金及び業務中の交通反則金は、損金不算入である。

⑶ 土地の登録免許税は、当期に損金算入されるが、不動産取得税は当期末までに納税通知を受けていないため、損金不算入である。

【資料２】について

⑴ 機械装置Ａに対する補修整備費用は、修繕費に該当し、損金算入される（下記、基本通達参照）。

また、本体資産についても特に償却していないため、税務上調整すべき金額はない。

基本通達７－８－９（耐用年数を経過した資産についてした修理、改良等）

耐用年数を経過した減価償却資産について修理、改良等をした場合であっても、その修理、改良等のために支出した費用の

額に係る資本的支出と修繕費の区分については、一般の例によりその判定を行うことに留意する。

⑵ 器具備品Ｂ及びＣは、いずれも取得価額が４０万円未満であり、当社が中小企業者等に該当するため、中小企業者等の少額減価償

却資産の特例の適用がある。

ただし、損金算入額の上限額が年 ３００万円とされているため、Ｂ及びＣのいずれから当該特例を適用するかが問題となるが、器

具備品Ｂは取得価額が２０万円未満で、一括償却資産にも該当するため、まず器具備品Ｃから優先して少額減価償却資産の特例を適

用し、器具備品Ｂのうち、上限額を超える部分のものについて一括償却を適用した方が有利となる。

なお、器具備品Ｃについては、取得価額に算入される設置費用があることに注意する。

【資料３】について

⑴ Ｇ社株式については、資本剰余金の配当を受けているため、みなし配当が生ずる。

なお、みなし配当は次の算式で計算される。

当社の所有株式数
交付金銭等の額－Ｇ社の資本金等の額×払戻割合（注）×

Ｇ社の発行済株式数

（注）払戻割合

減少したＧ社の資本剰余金の額
（小数点３位未満切上げ）

Ｇ社の前事業年度末の簿価純資産価額

⑵ 上記⑴において、当社はＧ社株式を譲渡したこととなるが、その場合の譲渡原価はＧ社株式の払戻し直前の帳簿価額に上記⑴の

払戻割合を乗じた金額とされており、税務上の仕訳は次のとおりである。

（借）現 金 預 金 １０，８００，０００円（貸）Ｇ 社 株 式 ９，０１８，０００円

（〃）譲 渡 損 １，８０３，６００円（〃）み な し 配 当 ３，５８５，６００円

よって、会計上と税務上とでＧ社株式の期末帳簿価額が異なるため、この点について調整が必要となる。

なお、解答では「Ｇ社株式計上もれ １，７８２，０００円（加算）」としているが、これを「みなし配当計上もれ ３，５８５，６００円（加算）」及

び「譲渡損計上もれ １，８０３，６００円（減算）」に分解して調整しても問題ないと考えられる。

⑶ Ｄ社株式は、配当の計算期間を通じて当社との間に完全支配関係があるため、完全子法人株式等に該当する。

⑷ Ｅ社株式は、売買の状況から短期保有株式等が生ずるため、注意する。

また、配当基準日における当社の持株割合が５％以下であるため、非支配目的株式等に該当する。

⑸ Ｆ社株式は、配当基準日における当社の持株割合が３分の１超であるものの、配当の計算期間（令和７年１０月１日～令和８年３

月３１日）を通じて継続していないため、関連法人株式等に該当せず、その他株式等に該当する

⑹ Ｇ社株式は、継続して当社の持株割合が３分の１超であるため、関連法人株式等に該当する。

よって、受取配当等の益金不算入額の計算上、控除負債利子の額を計算する必要があるが、内容は基本的なものである。

⑺ Ｅ社株式に係る源泉徴収税額は、所得税額控除の適用があるが、所有期間按分が必要である。

（無断複写・転載を禁ず）
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【資料４】について

⑴ 当社は中小法人であるため貸倒引当金の適用対象法人に該当し、適用除外事業者でないため、法定繰入率の適用がある。

⑵ 貸付金は前期においてＨ社が再生計画認可の決定を受けているため、個別評価金銭債権に該当し、長期棚上げであるため、繰入

限度額は次のとおり計算される。

事由が生じた事業年度終了の日から５年を経過
金銭債権の額－ －担保の額

する日までに弁済されることとなっている金額

なお、上記の繰入限度額の計算上、「事由が生じた事業年度終了の日から５年を経過する日」は令和１３年３月３１日となるが、第１

回目の支払日が令和８年５月となっていることに注意する。

また、前期においても繰入超過額が生じていると考えられるため、当期に認容額が生ずる（担保である土地の時価は、前期末に

おいても同額であると仮定している。）。

⑶ Ｉ社に対する電子記録債権は、支払不能通知を受けているものの、取引停止処分を受けたかどうかは明らかでないため、個別評

価金銭債権には該当しないと考えられる（手形の不渡りと同様に、６月以内に２回以上支払不能となった場合に取引停止処分を受

けることとなる。）。

よって、一括評価金銭債権として扱い、Ｉ社に係る貸倒引当金の繰入額は全額が繰入超過額となる。

⑷ Ｊ社に対する売掛金は、督促をしても回収できない状況であり、かつ、取立費用が売掛金の額を超えているため、形式上の貸倒

れの前提を満たしているが、売掛金の全額を貸倒処理しており、備忘価額を控除した残額を貸倒れとして損金経理していないため、

損金算入のための要件を満たさず、貸倒損失の全額が否認されることとなる。

⑸ 一括評価金銭債権の期末債権の計算上、次の点に留意する。

① 未収入金のうち、未収地代は含まれるが、仕入割戻しの未収金及び社債の未収利子は含まれない。

② 保証金は含まれない。

③ Ｊ社に係る貸倒損失の否認額も含まれることに注意する。

④ 完全支配関係があるＤ社に対する売掛金は含まれない。

⑹ 実質的に債権とみられない金額の計算上、次の点に留意する。

① 原則法の計算に含まれるのは、Ｆ社、Ｉ社及び未収地代である。

なお、Ｄ社及び仕入割戻しの未収金についても、先方から受け入れた金額があるが、一括評価金銭債権に含まれていないため、

特に考慮する必要はない。

② 簡便法については、割合の端数処理を忘れないよう注意する。

⑺ 貸倒実績率の計算上、Ｆ社に対する債権は一括評価金銭債権に含まれないこと及び貸付金が前期から個別評価金銭債権に該当し

ており、前期において個別貸倒引当金の繰入額が生じていることに留意する。

⑻ 一括貸倒引当金については、前期において繰入超過額は生じていないため、当期認容額は生じない。

なお、個別貸倒引当金の繰入超過額と、一括貸倒引当金の繰入不足額を通算することはできない。

【資料５】について

⑴ 中元・歳暮の贈答費用は、飲食費ではないため、単価にかかわらず、交際費等に該当する。

⑵ 見本品の提供費用は、交際費等に該当しない。

⑶ 冷蔵棚は、当社名入りであり、広告宣伝用資産であるため、その贈答費用は繰延資産に該当する。

⑷ Ｄ社役員との懇親会費は、１人当たり１０，０００円以下であるため、交際費等に該当しない。

なお、Ｄ社役員はあくまで社外の者であるため、社内飲食費には該当しない。

⑸ 土地の地権者との飲食費は、１人当たり１０，０００円を超えるため、交際費等かつ接待飲食費に該当する。

なお、土地の取得のために要したものかどうかは問題上明確でないが、当期に取得した土地に係るものであること及び土地の地

権者（所有者）の接待のためのものであることから、土地の取得価額に算入すべきものと考えられる。

よって、土地の取得価額計上もれに関する加算調整を行い、かつ、次の算式で計算された金額を「原価算入交際費認定損」とし

て減算調整する。

原価算入額
交際費等の損金不算入額×

支出交際費等の額

⑹ 当社は中小法人であるため、定額控除限度額の適用がある。

（無断複写・転載を禁ず）
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問２

⑴について

① 支払家賃は、当期に対応する金額（令和９年３月分）が損金算入される。

なお、支払った金額は１年分であるが、支払日（令和９年１月２１日）から１年以内に提供を受ける役務に係るものではないため、

短期前払費用には該当しない。

② 権利金は繰延資産に該当する。

なお、支出日は令和９年１月２１日であるが、権利金については契約期間が定められているため、その初日（令和９年３月１日）

から償却した方が合理的であると考えられる。

⑵について

フリーレント期間が設けられているが、この場合には次の基本通達に基づき取扱いを検討する。

基本通達１２の５－３－２（無償等賃借期間を含む賃貸借取引に係る支払額の損金算入）

賃借期間のうち賃料の支払がない又は通常に比して少額である期間（以下１２の５－３－３において「無償等賃借期間」という。）

が定められた契約のうち、次に掲げる場合に該当するなどの課税上弊害があるもの以外のものに基づく法第５３条第１項《賃貸借

取引に係る費用》に規定する賃貸借取引（以下１２の５－３－２において「賃貸借取引」という。）に係る当該契約に基づき支払

うこととされている金額についての同項の規定の適用に当たっては、当該金額が当該賃借期間にわたり支払われるべきものとし

た場合に各事業年度中に支払われるべきこととなる金額（当該事業年度終了の日までに損金経理をした金額に限る。）を当該各

事業年度の損金の額に算入するものとする。

⑴ 当該無償等賃借期間に関する定めがないとした場合に当該賃貸借取引につき支払うこととなる金額と当該契約に基づき支払

うこととされている金額との差額が当該契約に基づき支払うこととされている金額のおおむね２割を超える場合

⑵ 当該賃借期間の開始の日の属する事業年度終了の日において、当該無償等賃借期間内の日の属する各事業年度のいずれかの

事業年度で、当該事業年度における賃借期間のおおむね５割を超える期間が賃料の支払がない又は通常に比して少額であるも

のとなると見込まれる場合（当該契約に係る無償等賃借期間が４月を超える場合に限る。）

具体的には、次のいずれかの方法により賃借料を損金算入していくこととなる。

① 賃借料の総額を、賃貸借期間で期間配分する方法

この場合には、各事業年度の損金算入額は次のとおりであり、実際の支払額との差額は未払金等で経理する。

９
・ 令和９年３月期 ４，０３９，２００円× ＝ １，００９，８００円

３６

１２
・ 令和１０年３月期 ４，０３９，２００円× ＝ １，３４６，４００円

３６

１２
・ 令和１１年３月期 ４，０３９，２００円× ＝ １，３４６，４００円

３６

３
・ 令和１２年３月期 ４，０３９，２００円× ＝ ３３６，６００円

３６

② 支払った賃借料を、損金算入する方法

この場合には、各事業年度の損金算入額は次のとおりである。なお、翌月分の家賃を支払う契約となっており、毎年４月分の家

賃を３月１０日に支払うこととなるが、短期前払費用に該当するため、支払日において損金算入することができる。

・ 令和９年３月期 １２２，４００円×７＝ ８５６，８００円

・ 令和１０年３月期 １２２，４００円×１２＝ １，４６８，８００円

・ 令和１１年３月期 １２２，４００円×１２＝ １，４６８，８００円

・ 令和１２年３月期 １２２，４００円×２＝ ２４４，８００円

上記①及び②の方法については、次のいずれかに該当し、課税上弊害があると認められる場合には②の方法が適用が適用され、そう

でない場合には①の方法が適用されるが、経理要件があるため、①の方法で経理していない場合には、②の方法が適用される。

フリーレントがないと仮定した場合の賃借料総額－実際の賃借料総額
イ ＞ おおむね２０％

実際の賃借料総額

分母の事業年度に含まれるフリーレント期間
ロ ＞ おおむね５０％（注）

フリーレント期間が含まれるいずれかの事業年度における賃借期間

（注） フリーレント期間が４月を超えない場合は、上記ロは判定不要

⑵については、上記イに該当せず、かつ、フリーレント期間が３月間であり、上記ロは判定不要であるため、課税上弊害がないと認

められ、上記①の方法を選択することが可能である。

（無断複写・転載を禁ず）

（１８）



⑶について

⑵と同様にフリーレント期間があるが、上記⑵に掲げる要件を満たさず、課税上弊害があると認められるため、当期に支払った家賃

の額が損金算入される。

また、⑵と同様に、令和９年３月２０日に支払った４月分の家賃は短期前払費用に該当するため、当期に損金算入することができる。

⑷について

令和９年３月３１日以前に締結された所有権移転外リース取引に係るリース資産であり、残価保証額があるため、経過リース資産に該

当する。

また、当社は経過リース期間定額法に係る届出書の提出を行うこととしているため、経過リース期間定額法により償却することとな

り、車両運搬具Ｘの償却限度額は次の算式で計算される。

当期の改定リース期間の月数
改定取得価額（期首帳簿価額）×

改定リース期間（残存リース期間）

⑸について

① 減価償却について

機械装置Ｙについてはいわゆるリースバック取引を行っており、実質的に金銭の貸借であると認められるため、税務上は資産の

売買はなかったものとし、売却代金に相当する金銭の貸借があったものとされる。

よって、機械装置Ｙについては引き続き当社が所有しているものとされるため、減価償却はこれまでと同様に定率法で行う。

② 利息相当額について

リース料総額と、機械装置Ｙの売却代金との差額は利息相当額と考えられ、問題上、リース料の中に含まれる元本返済額は均等

に含まれているとされているため、当該利息相当額は定額法で期間配分し、損金算入する。

（無断複写・転載を禁ず）

（１９）



第７６回税理士試験 法人税法

講 評

１．はじめに

受験生の皆さん、本試験お疲れさまでした。

今年も、全体的に難易度は高くなく、落ち着いて解いていけば、十分に合格点が取れる問題だったと思います。理論については、法

的な理由となる根拠規定をしっかりと解答し、計算については、ケアレスミスをしないことがポイントだったかと思います。

２．全体の印象及び解答上のポイント

〔第一問〕

問１について

低額譲渡に関する取扱いを、Ａ社と譲渡先の関係によってどのように変わるのかを問う問題でした。

⑵の必要となる手続きは難しいですが、それ以外は難しい論点はないため、しっかりと取扱い及び根拠規定を解答できるかがポイン

トかと思います。

問２について

人格のない社団等の税務上の取扱いを問う問題でした。

昨年と異なり、総論的な取扱いを問う問題であり、株式会社と異なるところを問われているところもあるため、難易度としてはやや

高めの問題でした。

最低限、納税義務関連の規定、税率は解答できるようにし、それ以外のところで、１つでも解答できていれば、十分に合格点が取れ

ているかと思います。

〔第二問〕

問１について

オーソドックスな３月末決算の中小法人の問題でした。内容自体は、難しくなく、ここ最近の本試験で続いていた、問題をしっかり

と読んでいないと間違えてしまう箇所もそれほどないため、いかに処理がこなせるかがポイントかと思います。

問２について

賃貸借取引及びリース取引に関する取扱いを問う問題でした。

内容としても、フリーレントの取扱い、リース取引の経過措置、リースバックの取扱いといろいろな取扱いが問われている問題でし

た。

フリーレントは通達の内容が問われており、少々難しいところもあるため、まずは、それ以外の⑴⑷⑸は、確実に解答できているか

がポイントかと思います。

３．合格ボーダー予想

第一問 合格ライン３２点 （合格確実ライン３７点）

第二問 合格ライン２９点 （合格確実ライン３４点）

以上の合計で６１点が総合の合格ラインとなり、合格確実ラインは７１点と予想されます。

（無断複写・転載を禁ず）

（２０）
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